別記様式第１号の２（第３条、第51条の８関係）
消防計画作成（変更）届出書
	年　　月　　日

川崎市消防長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□防火

□防災

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　□防火

　　　　　　　　　□防災

	

	

	

	

	

	

	

	管理権原者の氏名
（法人の場合は、名称及び代表者氏名）
	

	防火対象物

又は　　　　　　　の所在地

建築物その他の工作物
	　

	防火対象物

又は　　　　　　　の名称

建築物その他の工作物
（変更の場合は、変更後の名称）
	　

	複数権原の場合に管理権原
に属する部分の名称
（変更の場合は、変更後の名称）
	

	防火対象物

又は　　　　　　　の用途※１
建築物その他の工作物
（変更の場合は、変更後の用途）
	
	令別表第１※１
	（ 　）項

	その他必要な事項

（変更の場合は、主要な変更事項）
	

	受付欄※２
	経過欄※２

	
	


備考　１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

　　　２　□印のある欄については、該当の□印にレを付けること。
　　  ３　※１欄は、複数権原の場合にあっては管理権原に属する部分の情報を記入すること。
　　　４　※２欄は、記入しないこと。
　　　　　　新築建築物工事現場消防計画

（目的）

第１条　この計画は、災等の予防と人命の安全、被害の軽減を図ることを目的とする。

（適用範囲）

第２条　この計画は、ここに勤務し、出入りする全ての関係者に適用
する。
（管理権原者）

第３条　管理権原者は、事業所内の防火管理業務について、全ての責任を持つ
。

（防火管理者）

第４条　防火管理者は、この計画の作成及び実行に関する全ての権限を持って
業務を行う。

（消防機関への連絡）

第５条　管理権原者は、防火管理者を定めたとき、又はこれを解任したときに届け出
を行うこと。
２　防火管理者は、次の各号に掲げる届け出を行うこと。
（１）消防計画作成（変更）届
（２）消防訓練実施計画報告書
（３）消防訓練実施結果報告書
（４）火災と紛らわしい煙又は火炎を発する恐れのある行為届
（５）少量危険物等の貯蔵又は取扱届
（防火管理資料の保管等）

第６条　防火管理者は、前条で報告又は届け出た書類等の写しその他防火管理業務に必要な書類等を一括して編さん
し、保管すること。

（消火器等の点検及び整備）

第７条　防火管理者は、消火器等の配置図
を作業員に配布するとともに、工事現場の目につきやすい数箇所に消火器等の配置図を掲示すること。
２　消火器等の数、配置を変更する場合は、その都度上記周知を行うこと。
（避難経路の維持管理）

第８条　防火管理者は、避難経路図
を作業員に配布し、工事現場の目につきやすい数箇所に避難経路図を掲示すること。
２　避難経路を変更する場合は、その都度上記周知を行うこと。

（火気の使用又は取扱いの監督）

第９条　作業員等が溶接器具、バーナー等火気器具を使用する際
は、次に掲げる事項を遵守すること。
（１）使用前の防火管理者への届出
（２）火花が飛散する範囲内の可燃物の除去
（３）消火器の配置
（４）危険物周辺での使用の禁止
２　喫煙場所を指定
し、水を入れた吸殻入れを設置する。また、喫煙場所の配置図を作業員に配布すること。
（危険物等の管理）

第10条　作業員等が危険物を使用する際
は、次に掲げる事項を遵守すること。
　（１）使用前の防火管理者への届出
　（２）付近に火気等の使用がないか確認
　（３）消火器の配置
　（４）十分な換気の実施
２　必要以上に危険物を貯蔵しない。また、指定数量の５分の１以上の危険物を貯蔵し、取り扱う場合は、川崎市消防長に届出
を行うこと。

（防炎物品の使用）
第11条　工事現場で使用するシート等は防炎物品を使用する
こと。
（放火防止対策）

第12条　次の各号に留意し、放火防止対策
を講じること。
（１）工事中の建築物の外周部及び敷地内にはダンボール等の可燃物を放置しない。
（２）終業時には建築現場の出入口の施錠を励行すること。
（３）挙動不審者を見かけたら、防火管理者に報告すること。
（火災予防上の自主検査）

第13条　第７条から第12条まで定める事項について、防火責任者等
、防火管理者が指定する者が、別表１のチェック票
に基づき自主検査を実施すること。
２　検査実施者は、検査の結果を定期的に防火管理者に報告すること。
（自衛消防組織の編成及び任務）

第14条　自衛消防の組織を別表２
のとおり定める。
（震災対策）

第15条　防火管理者は、日頃から工事用資機材等の転倒、落下及び飛散防止措置を講じる
こと。
２　地震時、防火管理者及び作業員は、身の安全を守ることを最優先に、全ての火気使用器具の使用を停止すること。
３　火気使用器具を使用していた作業員は、電源及び燃料の遮断等を行い、防火管理者に状況を報告
すること。
４　作業員等を広域避難場所（　　　　　　　　）
まで避難誘導する場合は、順路、道路状況、地域の被害状況
について説明し、身の安全を図りながら、全員徒歩で避難する。
（防火上必要な教育の実施）

第16条　防火管理者は、建築現場に初めて入る作業者に対して、消防計画の内容、遵守事項、災害発生時の対応の確認等の防火上必要な教育を実施
する。
２　その他、必要に応じ作業開始前のミーティング等で防火上必要な教育を実施する。
３　防火上必要な教育を実施したときは、実施日時及びその内容を日誌に記録する。

（消防訓練）

第17条　防火管理者は、１年に１回、消火、通報及び避難訓練を実施
する。
２　訓練を実施する場合は、消防訓練実施計画報告書により、事前に内容を川崎市消防長に届け出るものとする。
３　訓練終了時は、消防訓練実施結果報告書により、訓練結果を川崎市消防長に届け出るものとする。
４　努めて大規模地震を想定した内容を加味するものとする。
附　則

この計画は、　　　　年　　月　　日から
施行する。

管理者





管理に係る消防計画を作成（変更）したので届け出ます。





別添のとおり、








�火災等の予防、人命の安全確保等を図ること及び事業所に勤務し、出入りするすべての者に適用するように定めます。


�防火管理業務は、管理権原者が防火管理者に行わせるものですが、最終的な責任は管理権原者にあることを計画の中で明確にします。


�防火管理者は消防計画等に関する権限が全て与えられていることを明記します。


�消防法等で定められている消防機関への届出について記載します。


防火管理者は、�防火管理上の必要な書類を一括して「防火管理台帳」等に整理し、保管しておくことを明記します。


�消火器等の配置場所について、工事作業員への周知方法を明確にしておきます。


�避難経路について、工事作業員への周知方法を明確にしておきます。


�溶接器具、バーナー等火気器具を使用する際の安全対策を明確にしておきます。


�喫煙に関する管理方法を明確にしておきます。


�危険物を使用する際の安全対策を明確にしておきます。


�　該当する場合は、川崎市火災予防条例第６４条に基づき届出が必要となります。届出様式（第２０号様式）については川崎市ホームページ「届出用紙ダウンロード」からご確認ください。


�消防法施行令第４条の３に基づき、工事中の建築物で使用するシート等は、防炎物品を使用しなければなりません。


�それぞれの事業所の実態に応じた放火防止対策を講じることが必要です。


検査を実施する者として�防火管理者が指定します。


�第７条から第１１条まで定める事項について検査項目を定めて「自主検査チェック票」を作成します。検査実施日は毎日の終業時とする等、頻度、回数を定めます。


�自衛消防隊の編成表は、各事業所の実態に応じたものを定めます。


�地震対策として、日頃から転倒、落下防止等の措置を講じ、地震に備えて非常用物品等の準備をしておきます。


�地震が終わった時点で、火気使用器具等の点検を実施し、安全を確認する必要があります。


�地区ごとに指定されている広域避難所を記入し、避難誘導を担当する者を定めておきます。


�テレビ、ラジオなどから地震に関する情報を積極的に収集し、従業員等に情報提供します。


�防火上必要な教育の実施時期、対象者及び教育内容を明確にしておきます。


�消防訓練は、年１回以上実施します。消火器を使用した初期消火訓練等の実践的な訓練を実施するように定めます。


�施行日を記入してください。






